
評価調査結果要約表

I. 案件の概要

国名：アルゼンチン
案件名：工業分野省エネルギー
分野：技術普及／人材育成
援助形態：プロジェクト方式技術協力（現：技術協力プロジェクト）
所轄部署：鉱工業開発協力部第2課
協力金額総計：11.9億円
協力期間：1995.7.1～2000.6.30
先方関係機関：国立工業技術院（INTI）
日本側協力機関：通商産業省 資源エネルギー庁 石炭・新エネルギー部計画課 （財）省エネル
ギーセンター
他の関連協力：米州開発銀行（IDB）融資

1. 協力の背景と概要

アルゼンチン国は、肥沃な土地と天然資源に恵まれた豊かな国であるが、一次エネルギーの半
分を占める石油の可採埋蔵量は15年程度しかない一方、国内エネルギー消費が増加の一途を
辿っており、また長期にわたる経済活動の停滞により工業分野の設備は老朽化しておりエネル
ギー使用効率が低い水準にあった。このため、省エネルギーの必要性から、工業分野において
国立工業技術院（INTI）等により工場指導、工場エネルギー消費状況調査が着手されたが、実
施上、診断技術・機材等の面で多くの問題を抱えていた。

かかる状況のもと、1982年8月、アルゼンチン政府はわが国に対し、工業分野における省エネ
ルギーの具体的技術の適用可能性に関する開発調査の実施を要請し、これを受けて、JICAは
1987年12月から1989年1月まで「工業省エネルギー計画調査」を実施した。

その後、ア国政府は上記開発調査による提言を踏まえ、「エネルギー管理者研修センター」の
設立を計画し、1991年7月、わが国に対し、これに係るプロジェクト方式技術協力を要請し
た。

2. 協力内容

（1）上位目標：

アルゼンチン国工業分野において省エネルギーの推進が図られる

（2）プロジェクト目標：

INTI省エネルギー研究開発センター（CIPURE）の機能が拡充され、工業分野における十分な省
エネルギーの指導・推進を行うことができる

（3）成果：

1）省エネルギーを推進指導するC/Pの育成

2）C/Pによる工業分野におけるエネルギー管理者の育成

3）C/Pによる工業分野への省エネルギーの啓蒙・普及

（4）投入（評価時点）

日本側：

長期専門家派遣 4名
短期専門家派遣 23名
研修員受入 17名



機材供与 483,458千円
ローカルコスト負担 33,494千円

総額 516,952千円

相手国側：

カウンターパート配置 19名
土地・施設提供 研究棟、研修棟の新設
機材購入 診断機材、計測機器等
ローカルコスト負担 約2.38百万US$

II. 評価調査団の概要

調査者（担当分野：氏名、所属先、職位）

MR Consultores （コンサルタント会社）

Ing. Alfredo Rapallini

Dr. Jaime A Moragues

調査期間：2004年1月8日～2004年2月27日

評価種類：事後評価

III. 評価結果の概要

1. 評価結果の要約

（1）インパクト

プロジェクトの終了時評価以来、政治及び経済に重大な変更が生じたため、URE （省エネ）の
普及活動は遅れると同時に産業セクターにおいては省エネに関する関心が減少した。

なお、2003 年からは明るい兆しが見うけられている。（エネルギー庁より、UREプログラム
の再活動化に関する法律が提案され、国会によって承認された）。

2000 年4 月の共同評価のレポートで調査されたが、1996～2000年における、政治経済的背
景、特にエネルギーの価格下降は、省エネ調査を行っていた多くの会社にとって、CIPUREが
行っていたURE プログラムの促進に関心を向けさせる障害となった。さらに、ペソとドルが1
対1だったため、現地で生産するより、商品、部品等は輸入した方が安くて効率的で、URE の
プログラムの普及促進に悪影響を及ぼした。これにより、多くの中小企業が破産し、残った殆
どの企業は存続に努力を集中し、経営的な危機を乗り越える方法を探るのみで、企業の多数が
URE プログラムに関連する投資から離れざるを得なかった。

国の経済及び政治状況の変化は、プロジェクトの進展に、予想外のマイナス効果をもたらし
た。

2001年に始まった経済危機によって、企業はURE プログラムに注ぐ余力を無くし、経済的に
悪化した国の状況を乗り越えるのが精一杯で、CIPUREのプログラムを導入し始めていた企業に
おいても省エネは二の次になっていた。

また、プロジェクト終了後には中期的なエネルギー源の価格が不安定な状態になり、ある程度
投資を必要とするUREプログラムの導入を妨げた。例えば、天然ガスや電気と比較して、液体
燃料の価格が上昇し、加熱のためには液体燃料より電気を利用した方が安上がりになった。

いずれにしても、多国籍企業の一部は、他国の系列会社と比較したエネルギー消費の方法に従
わなければならず、エネルギー源の価格上昇にかかわらず、エネルギー使用の効率性を改善し
なければならない。

（2）自立発展性



INTIはCIPUREを通じて諸種のサービスを行ってきた。2001～2003年においても、最大の稼働
力には至らないが、1997～2000年に実施した省エネ導入促進指導の件数と同程度行っ
た。UREを推進するため政治・経済的に不利な状況下にありながらも、プロジェクトの自立発
展は割合維持されていると言えよう。

研修コースについては、「ボイラー・オペレーター」は続いているが、2001年より「工場エ
ネルギー管理者」は、受講者がいないため中止している。

2002～2003年には、数回にかけて省エネルギーのセミナーを、酪農産業を中心に行った。同
セミナーには、議題に興味を持った会社及び企業も集まった。

また、実習用プラントに設置されている機材等の維持管理もマニュアルに従い定期的に行って
いる。

＜成果の維持について＞

1. 省エネルギーを推進指導するC/Pの養成

維持されている。特に工業分野では、プロジェクト終了後も企業から診断等サービスの注文
が入っていたので、CIPUREにおけるC/Pの知識及び技術レベルは一定の水準で維持されて
いる。

2. C/Pによる工業分野におけるエネルギー管理者の育成

工場エネルギー管理者の研修コースが中止となっているため、同分野での育成は減少してい
る。また、年間60～70件の診断・訪問サービスをCIPUREで行って管理者を育てているが、
指導要員が限られているので、当初予定していた数の管理者育成は達成していない。

3. C/Pによる工業分野への省エネルギーの啓蒙・普及

前記同様、UREプログラム（省エネ）の普及手段となっていた研修コースが実施されていな
いため、省エネの啓蒙・普及は、診断等の受注件数で止まっている。

結果的に、CIPUREはプロジェクト終了後も、当国における状況の変化を考慮するところで、プ
ロジェクトの成果を割合維持していると言える。また、新しい設備や機材が設置されていると
いうことで、産業界へのサービス機能を改善し、企業とのコミュニケーションも良くなった。
これについては、下記を強調できる。

産業エネルギー管理に関するマニュアルがしっかり完備されている。
予備診断の分析の提供（通常無料で）により、企業は更に深い調査の実施を依頼するように
なった。
予備診断を行うためのチェック・リスト作成により、この診断を行う従業員の数が増加し
た。
機材操作の記録が確立された。
データの自動収集等、現地のパソコンを用いてシステム化された。

2. 効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

省エネルギーに関する情報、知識の移転は成功裏に行われた。サービスが提供された企業はそ
のレベルを高め、CIPUREのサービスへの要望は現在も続いている。

CIPUREのスタッフは地域研修コースを設けることが非常に重要であると考えている。よって、
アルゼンチンにおいて、同地域の他国JICA事務所も参加し、実施可能な目標を持ち、パイロッ
トプラントに焦点を当てたエネルギー管理分野の専門訓練コースと、CIPUREの設備コースを常
設する本拠地をもつプロジェクトを計画する提案が考えられている。

（2）実施プロセスに関すること

新たな経済状況は、価格面では輸出に有利で競争力があるが、国内のエネルギー価格の上昇が



予想されるので、UREは貿易分野においても競争力を保ち続けるのに重要な役割を果たすであ
ろう。

プロジェクト期間中、大企業とPYME（中小企業）に対し、サービスが提供された。現在その
サービスはUREプログラムを実施する能力が更に少ないPYMEに特に行われている。同時に特定
の分野のサービス提供を、CIPUREはINTIの他のセンターの助けを得て行っている。現
在、CIPUREは食品分野のチームとしてサービスを実施している。すでに乳製品センター
（CITIL）と、食肉センター（CITECA）に協力しており、現在産業プロセスと材料の分
野、INTIセンターの紙・パルプセンター（CICELPA）と木材センター（CITEMA）とのプロジェ
クトを計画している。

3. 問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

CIPUREのスタッフが提供できるサービスは一年に60～70件であり、UREの計画を推進するの
に一番良い方法ではないと考えている。それぞれコースの研修センターが計画を進めるのに一
番適していると見なしている。しかし、エネルギー管理者コースは2001年から受講者不足で
開かれておらず、この状況はア国の社会経済状況によって起こったものである。UREの技術移
転を確固たるものにするためには、特に小規模の企業からの応募者への参加費を援助する方法
を見つける必要がある。

（2）実施プロセスに関すること

プロジェクト後の期間、CIPUREはサービス供給の最大能力の50～72％しか使っていないこと
は述べなければならない。人的、設備的入手可能性が限られているため、大幅な増加は不可能
である。

4. 結論

当該プロジェクトの進展の結果として、CIPUREはレベルの高いサービス提供とURE技術がプロ
ジェクト後においても維持され、指導能力も保持している。

CIPUREはア国において起こった危機的変化の中で、限られているが、妥当な方法でその機能を
果たしてきた。一連の産業において、機関的、通信的役割を確立すると共に、その産業（企
業）が新しい機械や設備を備えるのをサポートする能力を向上した。

経済的、政治的状況の変化は（CIPUREの提供するサービスの報告で提案された）UREの産業に
おける促進だけではなく、新しいサービスへの需要増加にもマイナス要素となった。

スタッフと設備面でCIPUREの現在の能力は、毎年供給されるサービスの数を限定する要素に
なっているが、しかし、まだその限界には至っていない。

CIPUREが期待するUREの主な促進可能な手段は研修コースであるが、PYMEにとってその費用
はまた、制限させられる要素である。

国家レベルでUREを促進するのに、明白な法的枠組みが存在していない、したがって実行する
権限は、適正に指示する役割と責任がないという結果になる。こうした状況から、特にCIPURE
の場合、その活動が、省エネルギーを促進し、普及する組織であるという明白な認識を、エネ
ルギー分野の機関から持たれていない。UREに関する法律の制定が、CIPUREの役割を強化させ
られるものと期待される。

5. 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

＊最近経済状況が向上してきた兆候が見られることから、サービスへの需要が増加する可能性
があるという観点を鑑みて、また、UREの提案した法律が最終的に制定されたときのため
に、CIPUREの機材設備同様、専門家スタッフと技術者を増やす方法を見出す。

＊INTIの新しい組織において、CIPUREを強化するために「アフターケア」を行い、技術協力プ



ロジェクトによって供給された設備の修理、保全等を行う。

CIPUREのスタッフに行った面接と、設備訪問（サービスを提供していたパイロットプラントに
おいて使用できる全ての機械を詳細に見ることができた大きな機会であった）によって、以下
のようなことが必要であると考えられる。

1. 専門・技術訓練の充足

データ入手、モニタリング（監視・調整）、データの長距離転送システム

2. サービス供給に必要な設備の改良

これは二つに大きく分けられる

所有している設備の修理
新しい設備・機械の供給・補充

a）現地で修理できる可能性が低いもの、または輸入部品の入手が困難で損傷あるいは故障
した機械

Yew 2531A 電気計測装置の配電盤の燃焼
Hybrid 3087 電子回路の燃焼
Kanomaxのセンサー 風力計の熱ワイヤーの損傷
Fujiの流速計2台 内部の電池とプリンターのアナログ出力に問題
Sonyのデジタルカメラ 動かない
粒状物質を測定する記憶装置望遠プローブの損傷
ABBの圧力測定器 故障
Motorolaラジオ 故障
Omegaの湿度計測器 故障
pH計測装置 故障
パイロットプラントのPt100とPID及び凝縮液流速計測装置の修理が必要

b）入手が必要な新しい設備・機器、部品

ワイヤレスデータロガー（自記計測器）
熱電対均圧線
均圧線の滑車
熱電対均圧線の雄雌差し込みプラグ

＊UREの産業分野における事業促進のため、PYME（中小企業）にかかる研修費用の削減の方法
を提案する。

＊中南米地域のJICA事務所が参加して、省エネルギーについての専門員研修プロジェクトを設
ける。そして、当技術協力プロジェクトの期間で発展したCIPUREの設備やスタッフの経験に焦
点をおき、各国でUREプログラムを担当する技術機関を設ける。

6. 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管
理に参考となる事柄）

地域レベルで企業をまとめる能力を用い、その地域レベルにおける産業のサブセクターに対
するUREプログラムの情報セミナーを行うことは非常に重要である。例として、ブエノスア
イレス州でGTZと州のエネルギー管理局と共に、酪農部門へのセミナーを行ったことが挙げ
られる。
この経験によって、統合的姿勢で、UREプログラムの導入を目的としている特定の生産過程
へ技術支援を行っているセクター（特に他のセンターとINTIが共に）全てが一緒になって、
推進することが重要であることがはっきりした。
国家的レベルでのURE（省エネ）政策が存在しないため、エネルギー消費が生産過程におい
て重要な投入であるにもかかわらず、産業界ではUREプログラムを導入することに関心や意
欲が見られないと考える。それゆえ、アルゼンチンにおいてUREに関する法律を制定するこ
とが非常に重要である。




